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Ａ．研究目的 

 新興・再興感染症に対する迅速かつ

適切な対応は、国民の健康を守る上で

重要な施策の一つである。しかし、その

対象となる感染症は多岐にわたっており、

希少な感染症や今後の発生も想定され

る新たな感染症もある。このため、今後

とも適宜適切な対応を行っていくために

は、日頃から対応の基礎となる最新の

知見を幅広くの集積することが重要であ

り、その研究体制を確保し、対応の決定

に科学的根拠を提供するための研究の

推進を図っておくことが必要である。 

 

 

 

 

厚生労働省においては厚生労働科学

研究費補助金・新型インフルエンザ等新 

興・再興感染症研究事業を中心として行

政ニーズに直結した新興・再興感染症

研究を推進しており、この研究事業を適 

切かつ効果的に実施することは感染症

対策を行う上で不可欠であり、研究課題

の設定、研究者の選考、研究費の配分、

研究成果の評価と研究を実施する研究

者への支援を適切に行うことが求めら

れている。 

本研究課題では、新興・再興感染症

研究に関する情報の収集、新型インフ

ルエンザ等新興・再興感染症研究事業

の企画・評価の支援及びこれらを通じて

評価者、研究者等への支援方法等につ

いての検討を行い、その成果を厚生労

働省（具体的には、健康局結核感染症

研究要旨 

   厚生労働科学研究費補助金新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事

業を総合的に適切かつ円滑で効果的に実施することは、厚生労働省の感染症

対策の総合的推進において必須である。本研究は、感染症研究等の専門家に

よる同事業で実施する研究課題についての研究の企画と評価を行うとともに、

情報提供や調整を行う。感染症研究の企画・評価に必要な情報収集・調査を

実施し、円滑かつ適切な研究評価を行うための研究情報の共有方法について

研究し、新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究の総合的推進に資するた

め本研究を実施した。 

研究分担者 

竹田 誠 （国立感染症研究所） 

宮川 昭二（国立感染症研究所） 

 



 
 

課）へ提供することにより、我が国にお

ける新興・再興感染症対策の適切な実

施に資する研究の推進に寄与すること

を目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

１ 新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の企画・評価等の支援 

平成２５年度に新型インフルエンザ

等新興・再興感染症研究事業により

実施された公募研究課題（一般公募

型及び若手育成型）に関して、厚生労

働本省が行う研究の企画・評価等の

支援として、以下１）～３）を行った。 

１） 感染症研究の専門家による評価

組織（以下「評価委員会」という。）

との連絡、情報共有等の実施 

２） 研究協力者（プログラムオフィサ

ー）等による研究班会議への出席

及び研究の進捗状況の把握、ピ

アレビューの実施と評価委員、厚

生労働省との情報共有 

３） 新型インフルエンザ等新興・再興

感染症研究事業において実施さ

れている研究課題を対象とした研

究発表会の実施 

４） 研究協力者（プログラムオフィサ

ー）の活動を支援するための Web

システム案を検討し、試作品を作

成 

 

２．新興・再興感染症研究に関する情報

収集 

国内外の会議への参加、文献収集

等による新興・再興感染症研究の企

画・評価及び研究の実施に資する関

連情報の収集と関係者との情報共有

を行った。 

 

３．評価支援システムの開発 

 中間・事後評価委員会委員が、成果発

表会、中間・事後評価委員会前に予

備評価を行うシステムを開発した。 

（倫理面への配慮） 

本研究課題においては、患者等の診

療情報や試料、実験動物を用いること

はなく、疫学研究に関する指針、臨床研

究に関する指針等に関して特に配慮す

べき内容は含まないが、研究者の個人

情報や研究課題内容に関する情報等を

収集することから、その取扱いについて

は研究者等に不利益を与えないよう十

分に配慮する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の企画・評価等の支援 

（１）平成２５年度実施公募課題（※１） 

（中間・事後評価） 

※１ 平成２４年度新型インフルエンザ等

新興・再興感染症研究事業の公募

研究課題 

１年目研究課題  ２５課題  【資料 １】 

２年目研究課題  １９課題  【資料 ２】 

３年目研究課題  ２３課題  【資料 ３】 

１）研究の進捗状況の把握及びピアレ

ビュー 

 平成２５年度に新型インフルエンザ



 
 

等新興・再興感染症研究事業におい

て研究を行う公募研究課題の研究代

表者に対し、研究班会議開催につい

ての情報提供を依頼し、本研究課題

研究代表者及び４名のプログラムオ

フィサーが分担して出席可能な研究

班会議に出席した（※２）。 

研究班会議に出席した研究課題は、

平成２５年度に実施された一般公募

課題研究５６課題のうち２５課題であ

る。なお、会議連絡があった研究班は、

３５課題であった。 

※２ 研究班会議出席状況等  【資料 ４】 
  

研究班会議の状況についてはレポ

ートを作成の上、研究評価の参考資

料として評価委員、厚生労働省との

情報共有を行った。レポートは、中間・

事後評価を実施する時期の１ヶ月前

までに情報共有するとともに、その後、

評価委員会までに開催された研究班

会議についても適宜情報共有を行っ

ている。 

２）研究成果の取りまとめ 

全公募研究課題の研究代表者に

対して成果概要の作成を依頼し、そ

の取りまとめを行った。 

この成果概要は、評価委員による

評価資料とするとともに、各研究課題

の研究代表者の了承を得た上で各研

究課題の研究代表者の了承を得た上

で「研究成果の概要」として Web 上に

公開する予定である。 

 

３）研究発表会の実施 

２年目研究課題及び３年目研究課

題を対象に、平成２５年１月２８日に研

究発表会を実施した。 

研究発表会は、評価委員によるヒ

アリング等の場とするとともに、他研

究課題の成果を共有する機会として

新型インフルエンザ等新興・再興感染

症研究事業の全研究課題の研究代

表者及び研究分担者にも参加を案内

した。また、成果発表会での発表内容

について関係者との情報共有を推進

するため、発表者に了承を得て音声

記録を行い、２）の研究成果資料とと

もに web 上で関係者における共有を

行う予定。 

（２）平成２６年度 新規申請課題 

（事前評価） 

平成２６年度研究課題として申請の

あった研究課題について、採択の妥

当性、研究規模等に関する評価委員

による評価を適切かつ円滑に実施す

ることを支援するため、申請課題の事

前評価に関する資料の作成とヒアリン

グ等の実施を支援し、その内容を厚

生労働省へ提供した。 

なお、ヒアリングについては、評価

委員の事前の書面での評価を踏まえ

て、平成２６年３月２４日に実施する予

定。 

 

２．新興・再興感染症研究に関する情報

収集 

厚生労働省の新型インフルエンザ



 
 

専門家会議、新型インフルエンザ

ワクチンに関する意見交換会、厚生

科学審議会感染症分科会予防接種

部会等の傍聴、第 10 回日本―台湾

感染症シンポジウム（平成 25 年 9 月

12 日―13 日、於：東京）など、新興・

再興感染症研究の専門家、新型イン

フルエンザ等新興・再興感染症研究

事業において研究を実施する研究者

等との意見交換を通じて国内におけ

る関連研究に関する情報収集を行っ

た（分担：宮川昭二）。 

 

また、新興・再興感染症研究の中

でも特に重要な課題である麻疹・風疹

に関して、世界の状況調査・情報収集

ならびにわが国の状況報告を目的に

活動を行った。国内の麻疹の流行状

況については、わが国の地方衛生研

究所と連携して、患者からの臨床検

体の収集ならびに解析を強化し、ウイ

ルス学的検索を実施した。その結果、

2011 年以降わが国で流行している麻

疹ウイルスのほとんどが海外からの

流行株であることが明らかになった。

これにより、ほぼ根絶状態にあり、こ

れを維持していく必要性が示された。

また、風疹については、2012 年から

2013 年にかけて、我が国では大規模

な再流行がみられ、現在のところ 30

症例を超える先天性風疹症候群の発

生がみられており、対策が急務となっ

ている。 

（分担：竹田誠）。 

アジアとの共同研究等の状況を

把握するとともに、アジア各国にお

ける感染症に関する検査体制や研

究体制の調査を行った。これにより、

食品を介したわが国への病原体の

流入、在留邦人における感染症対策、

これらの地域への海外渡航者の感

染症対策に関して統合的なネット

ワークが必要であろうと考えられ

た。また、各国がもつそれぞれの公

衆衛生行政の特殊性、社会インフラ、

経済的背景を理解した体系的なリ

スクアセスメントが重要である。そ

のためにも、人的ネットワークの構

築と維持をはかり情報の入手先の

多様性を保つことが必要である。そ

の結果、国内組織による研究の推進

はもとより、アジアを中心とした国

際的な共同研究の推進及び連携体

制の構築の観点からも新型インフ

ルエンザ等新興再興感染症研究事

業を活用することの必要性、研究の

企画とその課題設定等についての検

討を行うことの重要性を認識した。

（【資料５】）（研究協力者：大西真） 

 

これらの新興・再興感染症研究に

関して収集した情報は、厚生労働省

における平成２５年度の公募研究課

題の立案・公募要項（※○）の作成の

参考としても活用されることを想定し、

適宜、厚生労働省と情報共有を行っ

た。 

※３ 平成25年度厚生労働科学公募研



 
 

究事業の概要等（抜粋） 【資料６】 
 

３．研究の企画・評価等の支援方法の

検討 

（１）評価支援システムの開発 

中間・事後評価委員会委員が、成

果発表会、中間・事後評価委員会前

に予備評価を書面により行っていた

が、この業務を効率化するため、WEB

を用いて評価を行うシステムを平成

24 年度に開発して試行していたが、

評価委員等からの意見を聞いて改良

を行った。（【資料７】） 

（２）プログラムオフィサーの活動を支援

するためのシステムの開発 

 プログラムオフィサーの適切な助言等

による研究班への支援については、評

価委員会において高く評価されたところ

であるが、プログラムオフィサー間での

情報共有があれば、さらに適切な助言・

支援が可能であるという指摘を受け、プ

ログラムオフィサーが Web 上において、

他のプログラムオフィサーが行った助

言・支援に関する報告書を閲覧出来る

システムの試作品を開発した。これによ

り、研究班への助言・支援がさらに適切

かつ質の高いものとなると考えられる。 

 また、このシステムを用いることにより、

プログラムオフィサーの出席調整も容易

になるため、連絡のあった班会議への

出席率が上昇するものと考えられる.今

後、各研究班からの班会議の連絡が速

やかに行われるよう厚生労働省担当課

（結核感染症課）との連携をさらに充実

して行きたい。 

（【資料８】 

 

Ｄ．考察 

 新型インフルエンザ等新興・再興感染

症研究事業の対象となる感染症は、新

型インフルエンザを代表とする発生前か

ら事前対応を求められている感染症、ウ

イルス性出血熱やＳＡＲＳのように重篤

な輸入感染症として認知されている新興

感染症、麻疹や結核、インフルエンザの

ように社会的な問題として認知されてい

る感染症、多剤耐性菌や成人の百日咳

等しばしば報道もなされて認知が高まっ

ている感染症、さらには一般国民にはあ

まり注目されていないと考えられる感染

症等、非常に多岐にわたっている。また、

一般的に注目されている感染症に対す

る研究の推進とその成果の対応への還

元が重要であることは言うまでもないが、

あまり注目されていないと考えられる感

染症であっても、常に基盤的な研究が

継続されなければ問題が発生した際の

対応が困難であることは明白であり、単

に注目の高低のみで研究の意義や重

要性を判断することは難しい。また、昨

年度末からの重症熱性血小板減少症候

群（SFTS）の発生や平成 25 年 3 月末に

中国で確認された鳥インフルエンザＨ７

Ｎ９の発生・流行など、緊急の感染症対

応も行う必要がある。 

 国際共同研究に関しては、インドネシ

アでは、鳥インフルエンザは非常に機微



 
 

な問題であり、かつ、外国の調査には警

戒心をもっているため、鳥インフルエン

ザに関する調査をインドネシアで実施す

るのは非常に困難であることが実感さ

れた。双方のメリットを考慮した国際共

同研究が求められる。 

 限られた予算と当該研究分野におけ

る研究者のマンパワーを最大限に活用

し、これらの期待に応える効率的・効果

的な研究を推進するためには、新型イン

フルエンザ等新興・再興感染症研究事

業の企画・評価において、これまで実施

されている研究の内容や成果を適切に

把握するとともに、研究を取り巻く行政

的なニーズ、国際的な研究の状況に基

づく企画・評価等を行って効率的に研究

を実施することが求められる。また、これ

らの企画・評価等に基づく研究を適切に

実施し、確実な成果が得られるよう研究

者を支援することは非常に必要と考えら

れる。 

また、非常に多岐にわたる感染症に

関する基礎から応用、自然科学的分野

から社会科学的な分野にいたる種々の

研究課題を目的に応じて適切に評価す

るためには、数値的な評価指標のみで

は困難であり、将来的にはピアレビュー

も含めた複数の視点から行われること

が必要である。 

  

Ｅ．結論 

   新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の適切かつ円滑な実

施を図るため、新興・再興感染症関連

研究に関する情報の収集及び当該研

究事業において実施される研究の企

画・評価及び研究実施の支援を行っ

た。研究発表会の開催やピアレビュ

ーなど、評価の充実とともに、疫学的

方法論に基づく研究の実施が、研究

の質向上に役立つと考えられた。 

 

F. 知的所有権の取得状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 

 



【資料 8】 

プログラムオフィサーの活動を支援するためのシステムの開発について 

 

 本研究班においては、新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業等におい

て研究を行う公募研究課題の研究代表者に対し、研究班会議開催についての情報

提供を依頼し、本研究課題研究代表者（森光）及び４名のプログラムオフィサーが分

担して出席可能な研究班会議に出席を行っている。 

 平成２５年９月に今回、本研究班においてプログラムオフィサーとして活動を依頼し

ている４名の研究者に集まって頂き、これまでのプログラムオフィサーとしての活動の

概括及び活動の質を高めるための方策について検討を頂いた。 

 以下が検討のまとめである。 

 

【プログラムオフィサーとしての活動の概括】 

 ・これまで当該研究事業のそれぞれの研究班に対して、出来る限り適切な助言がで

きるよう活動をしてきた。 

 ・また、評価委員会におけるコメント等を踏まえて助言も行ってきた。 

 ・研究班への助言は、研究班を支援する視点から行ってきた。 

 ・活動報告については、評価委員会での評価に十分に活用してもらいたい。 

 ・それぞれの研究班において、プログラムオフィサーの活動に対する認識度が上が

って来ている様子である。 

 ・プログラムオフィサーとして班会議に出席した場合、研究の進捗状況と研究班内

の連携については、必ず見る必要があるだろう。 

 

【今後の活動の質を高める方策について】 

 ・他のプログラムオフィサーの助言内容等について情報があった方がより質の高い

助言・支援が行える。 

 ・研究班会議に出席する場合、評価委員会からのコメントの他、過去に班会議に出

席したプログラムオフィサーがどのような報告をしているのかについて知っていれば、

よりよい助言・支援ができると考える。 

 ・今後、試行的に、研究班の状況について数値化した評価を検討してはどうだろう

か。 

  

 このようなプログラムオフィサーの活動に関する意見を頂いて、班会議情報を共有

し、プログラムオフィサー間では提出された報告書等の閲覧が可能となる Web システ



ムの開発を行った。 

 

【開発したシステムの特徴について】 

 

＜班会議情報の迅速な共有について＞ 

 

 班会議開催の連絡から開催までの短期間であったり、班会議開催時期が重なった

りすることなどから、プログラムオフィサーの出席調整が難しいことが生じている。ま

た、研究班の会議が複数回あるような場合には出来る限り同じプログラムオフィサー

に出席を依頼しているが調整が出来ない場合もある。 

 このようなことから、班会議開催の連絡を Web を通じて行い、プログラムオフィサー

の出席の調整が速やかに出来るようにした。また、研究班に関する基本的な情報や

班会議資料も出来る限り掲載できるようにすることで、会議出席前に必要な情報を速

やかに入手出来るよう工夫している。 

 

＜プログラムオフィサー間での報告書情報の共有について＞ 

 

プログラムオフィサー間において、他のプログラムオフィサーの活動状況及び報告

内容を共有することにより、研究班への助言・支援がより適切になると考えられる。 

 このことから、プログラムオフィサーが作成した報告書については、速やかに Web 上

に掲載し、他のプログラムオフィサーが閲覧可能となるように工夫している。 

 

＜今後のシステムの試用について＞ 

 このシステムについては、平成２６年早期より試用を開始する予定である。また、昨

年度同時期にシステム等に関して、プログラムオフィサーから意見をもらって改良を

加える予定である。 

 また、将来的には、評価委員やプログラムディレクターが班会議状況やプログラム

オフィサーの活動状況をリアルタイムに確認できるようなシステムとすることを検討し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考：開発したシステムの詳細

 今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

① ログイン画面

 プログラムオフィサーに対して、

ステムとしている。

＜新規登録＞

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

参考：開発したシステムの詳細

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

ログイン画面

プログラムオフィサーに対して、

ステムとしている。

＜新規登録＞ 

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

参考：開発したシステムの詳細

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

ログイン画面 

プログラムオフィサーに対して、

ステムとしている。 

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

参考：開発したシステムの詳細 

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

プログラムオフィサーに対して、ID

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

ID とパスワードを配布して、限定した者のみが入るシ

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。

とパスワードを配布して、限定した者のみが入るシ

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

今回開発したシステムについて、以下のとおりその詳細を記載する。 

とパスワードを配布して、限定した者のみが入るシ

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

とパスワードを配布して、限定した者のみが入るシ

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。

 
とパスワードを配布して、限定した者のみが入るシ

新規登録は、主管理者である国立感染症研究所企画調整主幹が行う設定となっている。 

 



 

② 班会議開催スケジュール

 プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

とができる。

 

＜班会議開催の連絡＞

 班会議開催の連絡が事務局に入ると

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。

 

＜班会議出席の登録＞

 班会議開催の連絡を

ーの出席が可能とい

登録される。

 

③ 報告書の作成

 プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

をクリックすると報告書が事務局に送付される。

班会議開催スケジュール

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

とができる。 

＜班会議開催の連絡＞

班会議開催の連絡が事務局に入ると

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。

＜班会議出席の登録＞

班会議開催の連絡を

出席が可能とい

登録される。 

報告書の作成

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

をクリックすると報告書が事務局に送付される。

班会議開催スケジュール

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

＜班会議開催の連絡＞ 

班会議開催の連絡が事務局に入ると

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。

＜班会議出席の登録＞ 

班会議開催の連絡を受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

出席が可能という場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

報告書の作成 

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

をクリックすると報告書が事務局に送付される。

班会議開催スケジュール 

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

班会議開催の連絡が事務局に入ると Web

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

をクリックすると報告書が事務局に送付される。

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

Web 登録の作業を行う。登録により上記の班会議ス

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

をクリックすると報告書が事務局に送付される。 

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

登録の作業を行う。登録により上記の班会議ス

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

が開催される旨自動的に連絡が入るシステムとなっている。 

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

 

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

登録の作業を行う。登録により上記の班会議ス

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

 

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

登録の作業を行う。登録により上記の班会議ス

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

プログラムオフィサーは、班会議に出席後に下記の画面の“報告書作成・修正”ボ

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス

プログラムオフィサーはログイン画面からすぐに班会開催スケジュールの画面をみるこ

 

登録の作業を行う。登録により上記の班会議ス

ケジュール一覧に掲載されると同時に、プログラムオフィサーに対して、メールで班会議

受けて、上記の班会議スケジュール一覧を見たプログラムオフィサ

う場合には、上記の画面上の“出席”ボックスをクリックすると出席

”ボック

スをクリックして、報告書作成画面を出して記入をする。内容確認後に“送信”ボックス



 

 

 

④ 報告書の閲覧

 プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

 

以上 

報告書の閲覧

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

 

報告書の閲覧 

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

とにより、他のプログラムオフィサーが提出した報告書をみることができる。 

 

 

プログラムオフィサーは、以下の画面の“報告書をみる”のボックスをクリックするこ

 



 
厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症研究事業） 

「新興・再興感染症研究事業の総合的推進に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

 

研究分担者 宮川昭二  国立感染症研究所 国際協力室 
 

 

研究要旨 海外、特に近隣のアジア各国との連携協力及び同地域の感染症研

究機関間との関係構築、更に感染症研究に携わる専門家間の密接な協力は、

我が国への新たな感染症の侵入防止、また侵入時の対応において、極めて重要

である。新型インフルエンザをはじめ重症熱性血小板減少症候群(SFTS)など、ア

ジア地域の研究機関との連携協力により病原性解析や診断法開発などで大きな

成果があげられている。アジア地域各国の感染症研究機関での活動について情

報収集を行い、感染研との連携協力体制の推進及び我が国の新興再興感染症

対策に役立てた。 

 

Ａ．研究目的 

国立感染症研究所では、中国、韓国等アジア

周辺国の感染症研究機関との間で、研究協力に

関する覚書を締結し、新興再興感染症などの研

究協力、人材育成、情報共有など我が国の感染

症対策の推進に役立つよう連携協力体制の構

築を進めている。 

本研究の目的は、我が国の新興再興感染症

対策に資するため、アジア周辺国における感染

症研究機関との連携協力を推進する上で必要な

情報収集を図るとともに、新興再興感染症対策

に役立てるものである。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 情報収集等 

２０１３年７月にロシア・ウラジオストク市を訪問

し、ロシア医科学アカデミー・疫学・微生物学研

究 所 (Research Institute of Epidemiology and 

Microbiology(RIEM)ほかを訪問し、ロシア・日本

での感染症調査研究に関するワークショップに

参加した。同研究所等極東地域におけるロシア

の感染症対策及び調査研究などの活動につい

て情報収集するとともに、感染研と RIEM との研

究等連携協力について意見交換を行う。 

２０１３年１０月にベトナム・ハノイ市を訪問し、

国 立 衛 生 疫 学 研 究 所 (National Institute of 

Hygiene and Epidemiology(NIHE)で開催される

「第２回 NIHE-NIID 共同研究報告会」に参加し、

ベトナムにおける新興再興感染症等の発生及び

研究等の状況について情報収集する。本機会を

利用し、感染研及び NIHE との連携協力に関し

共同研究事業等の活動などの協議を行う。また、

ＷＨＯベトナム事務所、ＮＩＨＥで活動する JICA

技術協力プロジェクト及び長崎大学共同研究事

業などについて情報収集と行うとともに関係者と

意見交換を行う。 

２０１３年１１月に中国・北京市で開催された

「第７回日中韓感染症シンポジウム」及び「第２回

日中共同研究報告会」に参加し、中国及び韓国

における新興再興感染症等の発生及び研究等

の状況について情報収集する。本機会を利用し、

感染研及び中国ＣＤＣ、韓国ＣＤＣとの連携協力

に関し共同研究事業等の活動などの協議を行う

とともに連携協力について意見交換を行う。 

２０１３年７月に開催される第３４回衛生微生物

技術協議会研究会に参加する。また、２０１４年２



月に大阪府立大学大学院生命環境科学研究科

感染症制御学講座を訪問し、インド等アジア地

域での感染症研究等における連携・協力につい

て情報収集と行うとともに、意見交換を行う。 

2. 国際的な連携 

 ２０１３年９月に感染研において台湾ＣＤＣを招

き開催する「第１０回日台感染症シンポジウム」に

おいて、同シンポジウムの開催を企画調整し、両

機関の専門家間での交流を進め感染症調査研

究分野での連携協力を進める。また、同シンポジ

ウムの機会を利用し、感染研と台湾ＣＤＣとの研

究分野における連携協力及び共同研究等につ

いて情報収集するとともに関係者との意見交換

を行った。 

Ｃ．研究結果 

1. アジア各国との連携協力 

ロシア医科学アカデミー疫学・微生物学研究

所(RIEM)及びロシア太平洋医科大学の訪問で

は、両研究機関の専門家に加え、ロシア医科学

アカデミー、ロシア保健省インフルエンザ研究セ

ンター、ロシア連邦極東地域ウイルス検査所から

の専門家に会い、ウラジオストク等ロシア極東地

域でのダニ媒介性脳炎ウイルスやハンタウイルス、

エルシア等の感染症発生状況について、RIEM

等が行う分子疫学調査及び環境調査などの状

況について情報収集出来た。また、ロシア太平

洋医科大学ではロシア政府が進める感染症ラボ

の整備状況を視察し、インフルエンザ研究分野

においてＷＨＯ指定センターの指定を目指す等

情報収集を行った。 

２０１３年１１月に開催された第７回日中韓感染

症シンポジウムでは、SFTS などのベクター媒介

感染症、新型インフルエンザ(H7N9)、多剤耐性

結核及び風疹等について参加する機関の専門

家から情報収集を行うとともに、中国ＣＤＣ及び

韓国ＣＤＣとの間での研究協力及び連携など双

方が行う事業等について情報収集を行うことが

出来た。 

２０１３年１０月に開催されたベトナム NIHE との

共同研究発表会では、手足口病、狂犬病、薬剤

耐性などでベトナムにおける感染症発生状況及

び研究等の状況について情報を得た。また、

JICA 等が行う技術協力などにより実験室整備や

人材育成など感染症予防対策等への貢献と感

染研と NIHE との研究分野での連携協力の相乗

的な効果を確認するとともに、WHO ベトナム事

務所からこれらの貢献と実績について高く評価

することを確認した。 

２０１３年９月に開催された第１０回日台感染症

シンポジウムでは台湾における新型インフルエン

ザ等感染症の発生状況、調査研究の状況につ

いて情報を得たほか、共同研究など感染研と台

湾ＣＤＣの連携協力の実績を確認出来た。加え

て日台シンポジウムは、２００３年から日本と台湾

相互に開催され感染研や台湾ＣＤＣなど両国の

感染症研究等を行う専門家の交流を進め多くの

実績を残しており、台湾との窓口機関である交流

協会及び駐日台北経済文化代表処から参加す

る幹部からも両国での感染症予防対策への貢献

への高い評価と今後の連携協力の推進への期

待が示された。 

衛生微生物技術協議会研究会では、国立感

染症研究所と地方衛生研究所の既存のネットワ

ークが、国立感染症研究所と各国研究機関との

連携協力の推進に役だっていることが確認出来

たほか、海外での新興再興感染症に関する情報

等が地方衛生研究所での活動にも活用出来るこ

とが認められた。 

2. 国際的な評価 

共同研究、人材育成及び情報共有等の活動

を通じて、国立感染症研究所と各国研究機関と

の連携協力体制は進展しており、これらの活動

及び成果はカウンターパートである各国研究機

関のみならず、ＷＨＯ、米国ＣＤＣ等の感染症対

策機関等から高く評価されており、引き続きアジ

ア地域での感染症対策推進への貢献が期待さ



れていることが確認出来た。 

 

Ｄ、Ｅ．考察と結論 

国立感染症研究所が、国内での感染症対策

のため取り組んでいる研究等の成果を海外の研

究機関等と共有し、また海外での研究機関との

連携や協力を実践することは、感染症対策にお

ける国際貢献が図れるのみならず、迅速な事態

把握や早期対応などにより我が国への侵入防止

や国内での対策構築など早急な対応が図られる

こととなる。 

新たな感染症の発生・流行などに際しては、

サーベイランス及びラボ機能のほか情報解析と

関係機関間でのコミュニケーションなどが重要で

あり、各国感染症研究機関との持続的な関係を

構築するためには、専門家間での交流などに加

え、国立感染症研究所と各国研究機関が公的な

関係を構築し定期的な活動を行うことが大切で

ある。 

今回の研究では、中国ＣＤＣ、韓国ＣＤＣ及び

台湾ＣＤＣとの長年にわたる連携協力の実績と

緊密な関係を再確認出来たことに加え、ベトナム

NIHE においては、我が国が行う技術協力による

成果と感染研との共同研究など連携協力との相

乗的な効果を確認することが出来た。 

また、ロシア医科学アカデミーREIM とのワーク

ショップ開催により、これまで十分な情報が得ら

れていなかったロシア極東地域での感染症等の

状況について情報を得るとともに専門家との関

係の構築を行うことが出来た。これにより我が国

周辺地域での感染症情報収集等が改善されるこ

とが期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特記事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

  特記事項なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

特許取得 

特記事項なし 

実用新案登録 

特記事項なし 

その他 

特記事項なし 

 


